




ドイツにおける就労困難者向け就労支援政策の代表格は，2003 年 12 月
成立の「労働市場サービスの現代化に関する第Ⅳ法（俗称：ハルツⅣ法）」





















は社会法典第 3編）がある。保険料率は 2021 年時点で 2.4％（労使折半）で
ある。失業している，または，労働時間が週 15 時間未満であり，雇用エ
























2021 年 1 月時点の所得保障の受給者数は 564.7万人（対前年同月比 2.8％
増）であり，受給者の属性は，男性が 285.8 万人，女性が 278.9 万人，25
歳以下が 231.8 万人，外国人が 205.6 万人である。需要共同体（世帯とほ
ぼ同義）単位でみると 288.4 万（同 1.6％増）であり，その構成をみると，
1 人が 162.6 万と 56.4％を占め，2 人が 51.8 万，3 人が 31.4 万，4 人が
22 万，5 人以上が 20.6 万である。また，単身が 162.5 万（56.3％），ひと
り親が 49.9 万（17.3％），子のないパートナーが 24.9 万（8.6％），子のあ

























るミュンヘン市の場合，需要共同体が 1 人の場合は 50㎡以内で家賃上限は 681€，







超 1,000€までの場合はその 80％，1,000€超 1,200€（18 歳未満の子があ
る場合は 1,000€超 1,500€）までの場合はその 90％が認定される（同 11b条）。










第 3段階 357 親と同居する 18-24歳以下の者
第 4段階 373 14-17歳以下の若者
第 5段階 309 6-13歳以下の子


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































最長で就職後 24 か月間受給可能である。2021 年 1 月時点の受給者数は
815 人である (BA2021b)。④は，求職者が自営業者を目指す場合に，開業
のためのローン，支援金，第三者による助言などを提供するというもので
あり，同年同月時点の受給者数は 1,872 人である (BA2021b)。⑦は，文字
どおり JCの独自の工夫に基づく助成であり，同年同月時点の受給者数は
9,857人である (BA2021b)。⑧は，求職者の就業後に最長 6 か月間，助言
や斡旋などを行うというものである。⑨は，社会保障システムの恩恵を受
けることができない若年者を対象に，職業訓練や雇用促進を行うというも










2020 年の給付件数は 56,605件（うち，共同施設が 35,591件，認可自治体モ
デルが 21,014件）であり，2016 年の 90,388件をピークに減少傾向にある。
全 JC406 か所中，実施しているところは 266 か所（65.5％）であり，うち，
共同施設では 302 か所中 174 か所（57.6％），認可自治体モデルでは 104 か




認可自治体モデルが 21,014 件であり，単純計算で前者は 1 か所当り
204.5件，後者は同 228.4件の給付を行っていることになる。なお，具体
例としてミュンヘン市の 2つの JCを挙げると，2020 年には，共同組織で
ある JCミュンヘン・ランデスハウプトシュタット（需要共同体数 3.4 万，
求職者数 6.8 万人）では給付件数が 0件であり，認可自治体モデルである
JCミュンヘン（需要共同体数 0.3 万，求職者数 0.7万人）では心理的・社会











リハビリテーションの意味合いが強い。2012 年 4 月以降は，就労促進効
果の弱さや正規雇用を圧迫してるなどの批判から，後置的（他の再就労給
付が優先される）かつ限定的な（5 年間で 24 か月以上従事してはならない）も
のとされた。なお，2021 年 1 月時点の従事者数は 5 万人であり，顕著な
減少傾向にある (BA2021b)。
長期失業者の再就労
2018 年 12 月成立・2019 年 1 月施行の「参加機会法」にもとづき新設さ
れた措置である。少なくとも 2年は失業している求職者に社会保険加入義
務のある雇用を提供した使用者に対し，賃金費用補助がなされる（最初の
1 年は使用者負担分の 75％，次の 1 年は同 50％）。そして，当該求職者は雇用
エージェンシーから派遣されるコーチングを受けられる（布川 2020, 50-51;
BMAS2020）。2021 年 1 月時点の受給者数は 1.2 万人である (BA2021b)。
労働市場への参加







グを受けられる （布川 2020, 50-53; BMAS2020）。2021 年 1 月時点の受給者
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分な時間をかけて就労する。2018 年の実績をみると，約 2,000 人が参加
し（うち長期失業者が 91％，職業教育を受けたことのない者が 55％，移民背景を
持つ者が 40％，49歳以上が 40％，重度障害者が 16％，学校中退者が 15％，ひと




2020 年には求職者のうち 283.1 万人が失業状態から脱した（対前年比 98.9
万人減）。うち，就職は 53.3 万人（18.8％）（うち第一労働市場への就職は
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期間を過ぎた後も雇用に就いていた者の割合を，全国と，既出のミュンヘ







表 5：雇用に統合された求職者の一定期間経過後の統合状態の比較（2020 年 1 月時
点と 2021 年 1 月時点）






































































































































布をみると，450€ 以下が 38.9 万人（45.1％），450€ 超 1,300€ 以下が
36.1 万人（41.8％），1,300€超が 11.4 万人（13.2％）となっており，ミニ







2005 年 11 月発足の第 1次メルケル政権（CDU/CSU（キリスト教民主/社会同
盟）と SPD（社会民主党）の大連立政権）の連立協定を発端とする。ここでは，
失業者の 39％（約 200 万人）が低スキルの者，または，職業資格を持たな
い者であり，就労機会が大変少ないことから，彼らへの資格の提供となら















2013（年平均） 4,389,820 1,306,793 1,196,881 576,926
2014（年平均） 4,354,239 1,292,402 1,184,186 578,868
2015（年平均） 4,327,206 1,235,913 1,128,457 581,369
2016（年平均） 4,311,782 1,185,937 1,089,650 575,863
2017（年平均） 4,362,181 1,154,235 1,069,418 586,254
2018（年平均） 4,141,331 1,097,706 1,022,669 567,306
2019（年平均） 3,894,008 1,017,771 951,798 533,001
2020（年平均） 3,889,188 933,234 863,965 ─
需要共同体のタイプ（％）
単身 41.9 38.9 38.0 33.5
ひとり親 16.4 15.8 16.4 17.2
夫婦子なし 11.4 13.5 13.6 13.3
夫婦子あり 27.6 28.9 29.1 32.8
性別（％）
男性 49.8 50.8 49.9 50.3
女性 50.2 49.2 50.1 49.7
年齢（％）
25歳未満 17.5 10.5 11.2 11.8
25歳以上 55歳未満 63.7 69.6 69.4 72.9
55歳以上 18.8 19.9 19.4 15.3
国籍（％）
ドイツ人 62.5 60.8 59.8 58.8
外国人 37.0 38.9 39.8 40.8
注：需要共同体のタイプ，性別，年齢，国籍はいずれも 2020 年 10 月時点の数値。






















186,823 351,410 38,109 486,714 133,240 119,514
177,329 365,032 35,906 479,126 126,192 118,029
165,565 382,852 32,926 428,633 118,456 117,277
151,952 385,788 38,120 403,104 110,684 105,230
143,472 385,805 56,978 376,292 106,871 92,998
133,354 371,277 62,675 352,650 102,713 82,440
119,867 349,022 64,113 323,022 95,775 72,533
─ ─ ─ ─ ─ 75,313
24.2 33.9 47.6 43.8 45.2 49.6
8.5 20.6 15.2 15.7 13.8 10.1
14.9 13.7 8.4 14.7 11.3 12.7
50.2 29.1 21.8 23.1 27.0 26.1
73.2 39.9 63.2 47.0 56.5 60.5
26.8 60.1 36.8 53.0 43.5 39.5
10.1 4.3 51.9 8.9 15.4 1.7
79.2 75.8 48.0 64.2 65.8 72.2
10.7 19.9 0.1 26.8 18.8 26.0
52.8 62.2 52.3 62.3 57.5 72.3
46.7 37.5 47.2 37.3 41.9 27.4
─ 103 ─















方向に動き（岩佐 2015, 175-180），また，2013 年 9 月の連邦議会総選挙の際
に SPDが時給 8.5€の法定最低賃金の導入を主張したこともあり，同年
12 月に再び大連立政権である第 3 次メルケル政権（CDU/CSUと SPD）が
発足した際の連立協定にはコンビ賃金の語はなく，代わりに，2015 年か
らの全国一律の法定最低賃金（時給 8.5€）の導入が明記され，実際に導入





























2) 受給者の年齢 1歳につき 150€（最低 3,100€，上限額は 10,050€）の現金，
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